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・ 実質収支 （ｐ．１，８） 
一会計年度の決算において，収支が赤字であったか黒字となっ

ているかをみるための指標で，当該年度の歳入決算額から歳出決
算額を差し引いた額から，翌年度へ繰り越すべき財源を控除して
算出 
なお，前年度実質収支と当該年度実質収支の差額が「単年度収

支」である。 

・ 財政健全化法 （ｐ．８，１８） 
地方公共団体の財政破綻を早い段階で防止することを目的に，

平成 19 年に成立した法律。地方公共団体の財政状況を，全会計
の収支の状況，借入金の償還負担の大きさ，将来負担しなければ
ならない経費の大きさなどを示す五つの指標（実質赤字比率，連
結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率，資金不足比率
（公営企業））により判断し，指標が一定の基準を超えた地方公
共団体は，財政健全化計画等を策定し，早期の健全化に取り組ま
なければならない。 

・ 臨時財政対策債 （ｐ．３，４，６，７，９，１１，１２，１７） 
地方交付税の不足を補うために平成 13 年度に創設された赤字

地方債。将来の元利償還額が，地方交付税算定の際の基準財政需
要額に算入されることとなっており，いわば地方交付税の前借り
ともいえるもの 

・ 普通会計 （ｐ．９～１９） 
   各地方公共団体の財政状況を把握し，地方公共団体間の財政

比較等のために用いられる統計上，観念上の会計。一般会計を
基本にして一部の特別会計を合算し，会計間の重複を控除した
もの 

・ 基準財政需要額 （ｐ．１２） 
地方交付税算定のための基礎数値として，地方公共団体が合理

的かつ妥当な平均的水準で行政を行った場合に要する財政需要
を一定の合理的な方法で算出した額 

・ 基準財政収入額 （ｐ．１２） 
地方交付税算定のための基礎数値として，地方公共団体が標準

的な税の徴収を行ったという前提条件の下に歳入額を算出した
ものであり，標準税率で算定した地方税等の収入見込額（標準税
収入額）の 75％分に地方譲与税等を加え算出される。（残りの
25％分は，「留保財源」と呼ばれ，各地方公共団体の独自施策等
の実施に充てることができる。） 

用 語 の 説 明 
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１ 決算収支の状況
(１) 一般会計の実質収支

（単位：億円）

歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額
AAAA

歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額
BBBB

差引差引差引差引
A-BA-BA-BA-B

繰越財源繰越財源繰越財源繰越財源
CCCC

実質収支実質収支実質収支実質収支
A-B-CA-B-CA-B-CA-B-C

7,033 7,015 18 13 5

平成28年度一般会計決算平成28年度一般会計決算平成28年度一般会計決算平成28年度一般会計決算

億円 20年度はリーマンショックによる

過去最大の赤字

実質収支は＋5億円となったが，市税・府税交付金が134億円下振れしたことにより実質収支が△11

億円となった21年度決算以来の厳しい財政状況

全国的な税収の落ち込みや地方交付税の減少に伴い，一般財源収入が当初見込みから大きく下振れ

社会福祉関連経費を確保し，「京プラン実施計画第2ステージ」に掲げる京都の未来に必要な事業

を推進するため，全庁を挙げて歳出抑制，歳入確保を徹底

そのうえで，なお不足する財源を，財政調整基金の取崩し（2月補正後の残高8億円を全額取崩し）

，将来の借金返済に備えて積み立てている公債償還基金の取崩し（当初予算で計上した50億円を全

額取崩し）により確保

２８年度決算の状況

注 億円未満を端数処理しているため，合計が一致しない場合がある。（以下同様）
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19年度20年度21年度22年度23年度24年度25年度26年度27年度28年度

公債償還基金からの借入・取崩し（※） 行政改革推進債の発行

特別特別特別特別のののの財源対策及財源対策及財源対策及財源対策及びびびび財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金のののの状況状況状況状況

特別特別特別特別のののの財源対策財源対策財源対策財源対策のののの推移推移推移推移（（（（億円億円億円億円））））

残高のピーク

5億円の決算黒字を
積み立て

（※）平成19年度及び20年度のみ借入，24年度以降は取崩し

165 

160

財政調整基金残高財政調整基金残高財政調整基金残高財政調整基金残高のののの推移推移推移推移（（（（億円億円億円億円））））

◇公債償還基金の借入・取崩し （単位：億円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

当初予算計上額 95 50 - 41 26 61 93 12 32 50

決算での取崩額 95 50 - - - 9 12 9 9 50

-1-
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経常損益経常損益経常損益経常損益のののの推移推移推移推移（（（（億円億円億円億円））））

一般会計からの任意補助金

(２) 公営企業会計の決算収支

ア 市バス事業

イ 地下鉄事業

○ 経常損益は，前年度を3億円上回る27億円
の黒字を確保

○ 3年連続で1万人規模の大幅な増客を達成

○ 一般会計に頼らない「自立した経営」を堅持

○ お客様目線に立った利便性向上の取組など
「攻めの経営」を推進

○ 経常損益は，2年連続の黒字で16億円を計上

○ 経営健全化計画における1日当たり5万人の
増客目標を2年前倒しで達成

○ 全国地下鉄唯一の健全化団体からの脱却
へ展望は見えつつも，企業債等残高が3,764
億円（ピーク時（20年度）4,922億円），累積資金
不足も309億円にのぼり，依然，厳しい経営状況

一般会計に頼らない
「自立した経営」を達成

開業した昭和５６年度
以来の黒字を計上

◇お客様数の推移（千人/日）

年 度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

お客 様数 327 330 334 339 348 359 372 379

対前年度増加数 － 3 4 5 9 11 13 7

◇お客様数の推移（千人/日）

年 度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

お客様数 311 314 314 321 326 341 353 363

対前年度増加数 - 3 0 7 5 15 12 10

ウ 上下水道事業

○ 減少傾向が続いていた水需要が微増に転じるとともに，営業所の再編や職員定数の
削減など，効率的な事業運営に努めた結果，水道事業は2年連続，公共下水道事業は
7年連続の黒字

○ 老朽化した水道管更新のスピードアップや，雨に強いまちづくりに向けた雨水幹線の
整備など，中期経営プランに掲げる事業を着実に推進

※ 琵琶湖疏水通船復活による新たな観光資源の創出や，山ノ内浄水場跡地の活用

夏場の気温上昇や使用者数の増加により，6年ぶりに増加
（業態別では，観光の活況によるホテルやレストラン等の使用水量が増加）

地下鉄増客や地域の発展にも寄与
ピーク時の水量と28年度の比較
水 道 △22％（2年度：213百万 ）
下水道 △18％（9年度：222百万 ）
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一般財源収入一般財源収入一般財源収入一般財源収入のののの推移推移推移推移（（（（億円億円億円億円））））

市税 府税交付金 交付税＋臨財債 その他 一般財源収入

円高の影響や消費の伸び悩み等により，地方税収は，全国的に年度当初の見積もりから落ち込み，
本市においても，個人市民税や固定資産税は堅調に推移したものの，法人市民税が減少し，市税収入
が4年ぶりの減収に転じる

地方消費税等の落ち込みにより府税交付金が40億円の減少，そして地方交付税等が82億円の減少
と，当初予算での見込みから，一般財源収入が140億円を超える大幅な下振れ

地方消費税交付金のうち，消費税率の引上げ（5％→8％）分は110億円（府税交付金の内数）で，
その全額を社会保障の維持と充実（1,256億円）のために活用

２ 歳入
(１) 一般財源収入

対前年度△142
ピーク時(12年度)
から△475

対前年度△82
ピーク時(15年度)
から△495

うち消費税率
引上げ分＋110

対前年度△14
リーマンショック
前の水準(20年
度)から△148

リーマンショック前交付税＋臨財債
ピーク

一財ピーク

823 836 835 777 764 784 789 800 820 835

401 429
292

264 285 257 254 301 285 240

990 1,003
1,007

1,016 1,028 985 992
1,009 1,014 1,027

396
397

391
395 409

400 410
411 410 415

2,609 2,664
2,525 2,452 2,486 2,427 2,444

2,521 2,530 2,516
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個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税合計

(２) 市税収入

リーマンショック前

個人市民税や固定資産税は堅調であったものの，法人市民税が前年度決算から45億円減少し，市
税収入は，4年ぶりの減収

リーマンショック前の水準（平成20年度）を148億円下回る厳しい状況が続く

市税（科目別）の推移（億円）
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％本市滞納繰越額（億円） 本市徴収率（％） 他都市平均徴収率（％） ※○の数字は政令指定都市内の順位を表す。

市税の徴収率，滞納繰越額の推移（億円）

指定都市で最低だった平成6年度は91.9％

→ 28年度は98.5％（＋6.6（＋6.6（＋6.6（＋6.6ポイントポイントポイントポイント））））

増収効果増収効果増収効果増収効果はははは単年度単年度単年度単年度でででで約169億円約169億円約169億円約169億円
（28年度市税調定で換算すると

＋0.1ポイントで約2.6億円の増収効果）

市民の皆様の御理解と全庁を挙げた取組で，市税徴収率は5年連続で過去最高を更新（98.5%）

徴収率
最低
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地方交付税 臨時財政対策債

地方交付税及び臨時財政対策債の推移（億円）

(３) 地方交付税及び臨時財政対策債

・社会福祉費など増大する行政経費に応じた地方交付税の必要額の確保

・臨時財政対策債の廃止と法定率※の更なる引き上げによる地方財源不足額の解消
※国税収入のうちどれだけ地方交付税の原資に充当するかを示す割合

・大都市特有の財政需要を的確に反映する算定方法の見直し

実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）はピーク時（15年度）から495億円も減少

し，この間の市税及び府税交付金の増272億円（15年度 2,594億円→28年度 2,866億円）を大きく

上回る減少

実質的な地方交付税
（交付税＋臨財債）は
ピーク時（15年度）か
ら495億の減

地方交付税

のピーク
交付税＋臨時財政対策債

のピーク

臨時財政対策債
の占める割合
13年度（開始）：7％
→28年度：42％

これらをこれらをこれらをこれらを

国国国国にににに要望要望要望要望

地方交付税は
ピーク時（12
年度）から
675億の減
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1,431 1,271 1,188 1,166 1,151 1,087 1,093 1,090 1,087

846 923 815 829 834 845 848 852 827

1,070 1,251 1,720 1,797 1,840 1,855 1,886 1,954 1,976

3,348 3,444
3,723 3,792 3,826 3,787 3,826 3,896 3,890

49.0%

52.7%

48.5%
50.7%

52.7% 53.2% 53.3% 53.7%
55.4%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

13年度 15年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

人件費 公債費 扶助費 義務的経費の占める割合

(１) 性質別経費

性質別経費のうち義務的経費(人件費，公債費，扶助費)の占める割合は55.4％と多く，増加傾向

人件費は，職員数の削減等を進めてきたことから，ピーク時（13年度）から344億円減少

過去に発行した市債の償還経費である公債費は，ピーク時（15年度）から96億円減少

扶助費は，福祉・子育て支援の充実等により増加傾向

人件費のピーク

性質別経費のうち義務的経費の推移（億円）

３ 歳出

公債費のピーク

2,063 1,953
2,526 2,617 2,646 2,692 2,815 2,872 2,979

333 405

1,415 1,340 1,171 987 850 752 5831,483
1,253

1,092 934
885 881 866 887 836

674
653

570 567
555 557 599 666

556

2,285
2,268

2,070
2,022

2,008 1,999 2,043 2,084
2,061

6,838
6,532

7,673
7,480

7,265 7,116 7,173 7,261
7,015

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

13年度 15年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

社会福祉費 産業経済費 都市建設費 教育文化費 その他

(２) 行政目的別経費

社会福祉費は，福祉・子育て支援の充実等により増加傾向

産業経済費は，企業の資金ニーズに応じた中小企業金融対策費の減等により減少傾向

行政目的別経費の推移（億円）
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（年度）

4,062 
4,121 4,120 

4,205 4,166 
4,080 4,074 

3,903 

4,048 
3,973 

3,821 3,802 3,806 3,819 3,834 
3,768 3,804 

3,863 3,874 
3,781 

2,719 2,696 
2,596 

2,517 2,526 

2,391 2,342 2,298 
2,421 

2,497 
2,609 

2,664 

2,525 
2,452 2,486 

2,427 2,444 2,521 2,530 2,516 

1,199 1,237 1,286 1,283 
1,376 

1,448 

1,587 
1,662 1,713 1,732 

1,792 
1,851 

1,952 

2,156 

2,244 
2,306 2,335 2,385 

2,482 2,515 

568 588 605 644 689 710 
786 799 824 853 867 900 905 954 965 1,007 1,037 1,043 1,040 1,043 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

一般財源収入一般財源収入一般財源収入一般財源収入，，，，市税収入市税収入市税収入市税収入，，，，社会福祉関連経費社会福祉関連経費社会福祉関連経費社会福祉関連経費のののの決算額推移決算額推移決算額推移決算額推移（（（（億円億円億円億円））））

一般財源収入 市税収入 社会福祉関連経費

（扶助費等）

社会福祉関連経費

（扶助費等）一般財源ベース

一般財源収入（市税，地方交付税など）

市税収入

市税収入2,516億円はピーク時
（9年度）から203億円の減

社会福祉関連経費（扶助費等）＝ 扶助費(社会福祉費以外の扶助費(保健，教育等)含む)＋国保，介護への繰出金
＋後期高齢(老人保健)への繰出金，負担金 ※国の補助金等を財源とするものを含む

ピーク(12年度)

億円

ピーク(9年度)

社会福祉関連経費は9年度の約2.1倍

社会福祉関連経費（扶助費等）一般財源ベース

20,951

19,903 19,786 19,564 19,427 19,088 18,786
18,347

17,970 17,611 17,319

81
1,331 1,453 1,640 1,997 2,362 2,728

3,147 3,531
3,840 4,083

21,03221,03221,03221,032
21,23421,23421,23421,234 21,24021,24021,24021,240 21,20421,20421,20421,204

21,42321,42321,42321,423 21,45121,45121,45121,451 21,51421,51421,51421,514 21,49421,49421,49421,494 21,50221,50221,50221,502 21,45121,45121,45121,451 21,40221,40221,40221,402

0

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

13末 19末 20末 21末 22末 23末 24末 25末 26末 27末 28末

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

４ 市債

国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く実質市債残高は，全会計・一般会計ともに縮減

臨時財政対策債は，地方交付税の代わりに国が機械的に配分するもので，本市において発行額をコ

ントロールできず，近年は臨時財政対策債の残高が増加（※）

※国による算定方法が，22年度から，人口規模に応じた方式から財政力指数に応じた方式に段階的に変更。

本市財政は厳しいものの，一般市町村平均と比べると財政力指数が高いため，発行額が増加する要因に。

これを含めると，全会計の市債残高は横ばいで推移しているが，一般会計の市債残高は増加

横横横横ばいばいばいばい

全会計全会計全会計全会計のののの市債残高市債残高市債残高市債残高（（（（億円億円億円億円））））

縮減縮減縮減縮減 生産年齢人口1人
当たり

実質市債残高
22末 202万円
→ 28末 191万円

臨財債
制度開始

27→28 △293△293△293△293億円億円億円億円

（１）市債残高
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9,764 9,769 9,832 9,804 9,817 9,651 9,473 9,259 9,081 8,949 8,858

81

1,331 1,453 1,640
1,997 2,362 2,728 3,147 3,531 3,840 4,083

9,8449,8449,8449,844

11,09911,09911,09911,099
11,28511,28511,28511,285

11,44411,44411,44411,444

11,81411,81411,81411,814
12,01412,01412,01412,014 12,20012,20012,20012,200

12,40612,40612,40612,406
12,61212,61212,61212,612

12,78912,78912,78912,789
12,94112,94112,94112,941

0

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

13末 19末 20末 21末 22末 23末 24末 25末 26末 27末 28末

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

一般会計一般会計一般会計一般会計のののの市債残高市債残高市債残高市債残高（（（（億円億円億円億円））））

縮減縮減縮減縮減

生産年齢人口1人
当たり

実質市債残高
22末 102万
→ 28末 98万円

臨財債

制度開始

27→28 △91△91△91△91億円億円億円億円

市債残高（過去の借金）を着実に減少させるためには，新規の市債発行額（新たな借金）を償還

額（借金の返済）の範囲内にとどめることが必要

全会計 ：借金の返済 1,101億円－新たな借金 808億円＝市債残高は 293億円減少

一般会計：借金の返済 533億円－新たな借金 442億円＝市債残高は 91億円減少

(２) 市債（臨時財政対策債を除く。）の新規発行額と償還額

1,108 

1,130 
1,043 

1,111 

888 
946 

740 779 

832 808 

1,377 

1,247 1,265 1,249 1,227 1,248 

1,179 1,156 
1,191 

1,101 

633 651

570

586

416 402
380 415

468 442

590 588

597

573

582 580 594 593 600

533

300

500

700

900

1100

1300

1500

1700

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

一一一一

般般般般

会会会会

計計計計

全全全全

会会会会

計計計計

市債の発行額と償還額の推移（億円）
（※）借換債及び臨時財政対策債を除く

全会計の償還額

全会計の新規発行額

一般会計の新規発行額

一般会計の償還額

一般会計では442億円新たに借り入れたが，
533億円返済したので，市債残高は91億円減少

全会計では808億円新たに借り入れたが，
1,101億円返済したので，市債残高は293億円減少
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△ 373△ 373△ 373△ 373
△ 306△ 306△ 306△ 306

△ 192△ 192△ 192△ 192

△ 6△ 6△ 6△ 6

＋85＋85＋85＋85

＋176＋176＋176＋176

＋270＋270＋270＋270

＋343＋343＋343＋343 ＋355＋355＋355＋355
＋420＋420＋420＋420

△ 400

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

300

400

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

公営企業公営企業公営企業公営企業のののの資金収支資金収支資金収支資金収支

市市市市バスバスバスバス ＋12億円（ 30億円→ 42億円）

地下鉄地下鉄地下鉄地下鉄※※※※ ＋ 0億円（ 0→ 0）

水 道水 道水 道水 道 ＋22億円（ 114億円→ 136億円）

下水道下水道下水道下水道 ＋14億円（ 170億円→ 184億円）

億円

※ 地下鉄事業の28年度の累積資金不足は309億円だが，財政健全化法に

定める解消可能資金不足額控除後の資金不足は０となる。

５ 財政健全化法に基づく健全化判断比率

連結実質赤字比率は23年度以降生じていない。

実質公債費比率は，前年度と同様の15.2％，将来負担比率は，公営企業の市債残高の縮減等によ

り，将来負担額が減少したことから，3.4ポイント減の226.2％

○全会計の連結実質収支の推移

早期健全化基準

400％

○実質公債費比率の推移

早期健全化基準

25％

財政再生基準

35％

○将来負担比率の推移

11.8 12.0

12.7
13.1

13.7 13.8 14.0

15.0 15.2 15.2

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

％

234.6

240.0

247.7

235.0
237.2

235.4

230.2 228.9 229.6
226.2

215.0

220.0

225.0

230.0

235.0

240.0

245.0

250.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

％

-8-



（注）全国統一的な会計である普通会計分析による比較

他都市比較で見る京都市財政の特徴

１ 歳入

（ ）内数値は，本市歳入額を示していま
す。

※１ 市債は，臨時財政対策債を除いたもの
です。

※２ 中小企業への金融支援のための融資制
度（中小企業金融対策預託金）に力を入
れており，金融機関への預託金が年度末
に返還されることから，その歳入（市
民一人当たり 34,000円（498億円））が
多くを占めてます。

※３ 一人当たりの歳入内訳は，千円単位に
四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり歳入内訳

歳入構成の特徴 市税は，歳入総額のほぼ１／３

他都市に比べて地方交付税及び臨時財政対策債に大きく依存

市税

170,000円

（2,516億円）

36% 地方交付税

32,000円

（473億円）

7%

臨時財政対策債

23,000円

（340億円）

5%

国庫支出金

94,000円

（1,385億円）

20%

府支出金

25,000円

（364億円）

5%

市債（※１）

30,000円

（450億円）

6%

その他財源（※２）

100,000円

（1,468億円）

21%
総額

474,000円

（6,996億円）

(１) 市税

56,598
63,424

51,046

60,123

74,091

68,479

79,877

81,681

61,943

50,208

59,714

59,755

70,608

54,206

52,786

60,615

54,918

61,351

48,899

58,900

48,673

16,277

20,116

14,444

23,208

16,825
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14,634

13,787

8,342
13,382
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13,194

27,879

45,282

11,862

16,881

16,226

20,548

12,553

25,813

12,320

69,652

72,938

56,048

63,597

64,873

69,642

71,772

80,037

61,466

60,021

75,488

65,753

88,341

102,038

67,014

71,843

62,356

65,667

71,758

71,975

52,111

28,110

29,004

25,576

26,879

24,628

26,318

26,884

29,507

24,402

24,535

29,402

24,190

34,759
42,539

26,386

27,949

25,419

27,031

30,061

28,852

19,556

170,637170,637170,637170,637

185,483185,483185,483185,483

147,112147,112147,112147,112

173,807173,807173,807173,807
180,417180,417180,417180,417 181,494181,494181,494181,494

193,166193,166193,166193,166

205,011205,011205,011205,011

156,154156,154156,154156,154

148,147148,147148,147148,147

180,008180,008180,008180,008

162,892162,892162,892162,892

221,587221,587221,587221,587

244,066244,066244,066244,066

158,047158,047158,047158,047

177,287177,287177,287177,287
158,919158,919158,919158,919

174,597174,597174,597174,597

163,271163,271163,271163,271

185,540185,540185,540185,540

132,659132,659132,659132,659
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政令指定都市の市民一人当たりの市税収入

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税収入合計
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個人市民税

63,424 

個人市民税

56,598 

個人市民税

54,206 

法人市民税

20,116 

法人市民税

16,277 

法人市民税

45,282 

固定資産税

72,938 

固定資産税

69,652 

固定資産税

102,038 

その他

29,004 

その他

28,110 

その他

42,539 

0 25,000 50,000 75,000 100,000 125,000 150,000 175,000 200,000 225,000 250,000

他政令指定

都市平均

京都市

大阪市

市民一人当たり市税収入

市税合計市税合計市税合計市税合計
170,637円170,637円170,637円170,637円

差 額差 額差 額差 額

73,429円73,429円73,429円73,429円

市税合計市税合計市税合計市税合計
185,483円185,483円185,483円185,483円

差 額差 額差 額差 額

14,846円14,846円14,846円14,846円

市税合計市税合計市税合計市税合計
244,066円244,066円244,066円244,066円

京都市の市民一人当たり市税収入は，他の指定都市の平均よりも約15,000円少なく，京都市の人
口は約147万人なので，市税収入総額は221億円も少ないこととなります。
大阪市と比較すると，本市の面積は約4倍で，市域の面積に応じて消防・防火等をはじめとした市

で行うサービスの量が多い一方で，市民一人当たりの市税収入は約73,000円下回っており，大阪市
より約3割も少ないこととなります（人口147万人で換算すると△1,073億円）。
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％ 政令指定都市政令指定都市政令指定都市政令指定都市のののの人口人口人口人口にににに占占占占めるめるめるめる納税義務者納税義務者納税義務者納税義務者のののの割合割合割合割合

◆ 個人市民税が少ない要因

京都市は，市民の1割に相当する学生が学んでおり，指定都市の中で大学生数が1位となっていること
や，高齢者の割合も約27％と高いことから，指定都市の中で人口に占める納税義務者の割合が低くなっ
ています。
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◆ 固定資産税が少ない要因

京都市は，数多くの歴史的資産や風情ある町並みが融合し，地域ごとに特色ある多様な景観を
大切に受け継いできた歴史都市であり，土地の固定資産評価額の1㎡単価は指定都市の中で上位に
あります。一方で，景観や住環境を保全するための建築物の高さ規制等の影響により，非木造家
屋の市民一人当たりの床面積は，政令指定都市中6番目に低くなっています。
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㎡

政令指定都市政令指定都市政令指定都市政令指定都市のののの市民一人当市民一人当市民一人当市民一人当たりたりたりたり床面積床面積床面積床面積

木造 非木造
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円
地方交付税（一人当たり） 臨時財政対策債（一人当たり） 歳入に占める地方交付税+臨時財政対策債の割合 ％

62,563

政令指定都市の市民一人当たりの地方交付税及び臨時財政対策債の収入額

55,092

37,667

71,439

41,965

13,063

27,413

18,243

197

28,307

78,024

36,267

38,520

10,605

32,703

46,748

57,046
53,364

80,028

38,098

77,332

京都市は，市税収入が少ない分，地方交付税及び臨時財政対策債に多くを依存しており，市民
一人当たりの地方交付税等による収入は，他の指定都市平均の約1.5倍となっています。

（２）地方交付税及び臨時財政対策債
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政令指定都市の財政力指数

財政力指数＝
基準財政収入額

基準財政需要額

財政力指数は政令指定都市中7番目に低く，他の指定都

市と比べても，国の地方交付税等に多くを依存しなけれ
ば，予算を編成できない状況にあります。

＜歳 入＞ ＜歳 出＞

所得税の33.1％など

地方交付税

16.3兆円

臨時財政対策債

4.0兆円

地方財政地方財政地方財政地方財政のののの

財源不足財源不足財源不足財源不足

7.0兆円7.0兆円7.0兆円7.0兆円

国は，毎年度，「地方公共団体の歳入歳出総額の
見込額(地方財政計画)」を作成します。

平成29年度の地方財政計画では，地方交付税の
法定率分(交付税原資となる国税の一定割合)は
15.4兆円にとどまり，地方財政の財源不足が7.0兆
円もの巨額に上っています。

◆◆◆◆ 地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく課題課題課題課題

所得税

法人税

酒税

消費税

(注) 千億円未満を端数処理しているため，合計の一致しない箇所がある。

地方財政全体地方財政全体地方財政全体地方財政全体でででで，，，， ものものものもの巨額巨額巨額巨額のののの財源不足財源不足財源不足財源不足！ （！ （！ （！ （平成29年度平成29年度平成29年度平成29年度）））） 法定率法定率法定率法定率のののの引上引上引上引上げによりげによりげによりげにより解消解消解消解消すべきすべきすべきすべき！！！！

平成29年度地方財政計画

（財源不足対策分）

0.7兆円

（既発債の元利等相当）

3.4兆円

財源対策債 0.8兆円

地方税

国庫支出金

地方債等の

歳入

法定率分

14.3兆円

臨時財政対策特例加算

0.7兆円

86.6兆円

人件費

一般行政経費

投資的経費

公債費

など

＜交付税原資＞

48.8兆円

地方法人税

（国税）

0.6兆円
全額

既往法定分加算等

1.4兆円
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社会福祉（※１）

206,000円

（3,042億円）

44%

道路整備等

48,000円

（699億円）

10%
56,000円

（820億円）

12%

教育

38,000円

（565億円）

8%

その他（※２）

125,000円

（1,844億円）

26%

総額
473,000円

（6,970億円）

市債（借金）の返済

２ 歳出

（ ）内数値は，本市目的別歳出額を示しています。

※１ 社会福祉 ＝ 児童福祉，高齢者福祉，障害者福
祉，生活保護など

※２ その他 ＝ 保健・清掃等，産業振興，消防，
総務管理など
中小企業への金融支援のための

融資制度（中小企業金融対策預託
金）に力を入れていることから，
金融機関への預託金に係る歳出
（市民一人当たり34,000円（498
億円））が「その他」の多くを占
めています。

※3 市民一人当たり目的別歳出の内訳は，千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり目的別歳出

歳出構成の特徴（目的別分析） 社会福祉に最も多くの経費が使われています

206,244 

183,467 

208,588 
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155,300 

168,281 

160,756 

158,934 
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127,483 
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55,944 
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58,171 

52,578 

49,062 

34,068 

53,340 

54,988 

47,392 
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98,697 

40,521 
74,125 

43,727 

62,780 

71,550 

66,548 

43,103 
38,292 41,203 

44,175 

41,960 

36,856 

33,894 

36,014 

35,361 

28,193 

42,187 

30,993 

44,156 

37,564 

47,451 

35,642 

49,912 

37,263 

45,254 

56,189 

52,661 
35,988 

125,122 

106,497 

103,733 

130,450 

84,605 

119,036 

83,500 

106,030 

89,437 

109,671 

101,000 

93,535 

119,535 

108,442 

80,938 

102,389 

90,669 

119,148 

131,371 

146,960 

116,790 

472,629 
452,934 

465,343 

437,286 

354,599 

411,507 413,131 407,520 

346,660 

438,638 

394,731 

370,094 

459,873 

582,098 

417,727 

484,447 

387,097 

478,824 

539,110 

510,864 
493,266 
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円
政令指定都市の市民一人当たりの行政目的別歳出

社会福祉 道路整備等 市債の返済 教育 その他

京都市の市民一人当たり歳出総額は，指定都市の中で7番目に高くなっており，行政目的別では，
社会福祉費が指定都市の中で4番目に高くなっています。
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人件費

75,000円

（1,104億

円）

16%

扶助費

140,000円

（2,071億

円）

29%
公債費

55,000円

（813億円）

12%

投資的経費

41,000円

（599億円）

9%

物件費等（※２）

162,000円

（2,383億円）

34% 総額
473,000円

（6,970億円）

歳出構成の特徴（性質別分析）
人件費や扶助費といった義務的経費（※1）に多くの経費が使われています

（ ）内数値は，本市性質別歳出額を示していま
す。

※１ 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費

※２ 中小企業への金融支援のための融資制度（中
小企業金融対策預託金）に力を入れていること
から，金融機関への預託金に係る歳出（市民一
人当たり34,000円（498億円）が多くを占めて
います。

※３ 市民一人当たり性質別歳出の内訳は，千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり性質別歳出

京都市の市民一人当たりの義務的経費は,指定都市の中で4番目に高くなっています。
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円
政令指定都市の市民一人当たりの義務的経費とその他経費

義務的経費 その他経費

411,507 
413,131 

407,520 

346,660 

438,638 

394,731 
370,094 

459,873 

582,098 

417,727 

484,447 

387,097 

478,824 

539,110 

510,864 
493,266 

452,934 
465,343 

437,286 

354,599 

472,629 
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(１) 人件費

職員数の削減などにより，京都市の市民一人当たり人件費は，前年度から減少していますが，指定都市
の中で2番目に高くなっています。
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％円

政令指定都市の市民一人当たりの人件費
市民一人当たりの人件費 歳出に占める割合
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人

政令指定都市の市民千人当たりの職員数（平成29年4月1日現在）
一般職員 技能労務職員 教育公務員 消防職員 ※斜体の数字は，職員数合計

京都市の市民千人当たり職員数は，指定都市の中で2番目に多くなっています。

注 道府県から権限移譲された県費負担教職員数は除く
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％円

政令指定都市の市民一人当たりの扶助費
市民一人当たりの扶助費 歳出に占める割合

(２) 扶助費

京都市は，これまでから福祉に力を入れてきたことなどから，市民一人当たり扶助費は，指定
都市の中で4番目に高くなっています。
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％％
政令指定都市の高齢化率と生活保護率

高齢化率（平成27年度国勢調査） 生活保護率（平成27年度平均）

京都市は，指定都市の中で，高齢化率は6番目に高くなっています。また，生活保護率は4番目
に高くなっています。
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％円

政令指定都市の市民一人当たりの公債費
市民一人当たりの公債費 歳出に占める割合

(３) 公債費

京都市の市民一人当たり公債費は，前年度から減少し，他都市平均を下回る水準にあります。
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千円

政令指定都市の市民一人当たり市債残高

市民一人当たりの市債残高（臨時財政対策債除く） 市民一人当たりの臨時財政対策債残高

641

891

519

713

339

728

632

559

360

709

599

323

646

809

487

713

433

840

1,026

538

※ 斜体は一人当たり市債残高合計

789

京都市の市民一人当たり市債残高（臨時財政対策債除く）は，指定都市で多い方から2番目となっ
ており，市債残高合計（臨財債含む）においても指定都市で多い方から2番目となっています。
なお，新たに指定都市となった都市は，市債残高が少ないため，新しい指定都市が増えるほど平均

が下がる傾向にあります。
※ 指定都市には，他の市町村にはない国道，道府県道の整備，維持等に係る仕事があります。
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％
政令指定都市の実質公債費比率

実質公債費比率は，地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も公債費に準じた
ものとして算定するため，指定都市は一般市に比べると総じて高い数値となっています。
京都市は，交付税措置のない市債（地下鉄事業への経営健全化出資債，退職手当債，行政改革推

進債など）の償還額が多くなっていることから，指定都市の中では3番目に高くなっています。

※ 9月4日時点の数値
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％
政令指定都市の将来負担比率

将来負担比率は，一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（市債残高（交付税措置される額を除
く），退職手当の支給予定額等）の標準財政規模に対する比率を示すもので，この比率が高い場合，将来
これらの負担額を実際に支払う必要があることから，今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可
能性が高くなります。
京都市は，今後償還を行う交付税措置のない市債残高（地下鉄事業への経営健全化出資債，退職手当

債，行政改革推進債など）が多くなっていることから，指定都市の中で最も高い水準になっています。

※ 9月4日時点の数値
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億円
政令指定都市の財政調整基金残高

京都市の財政調整基金残高は，28年度決算において全額（2月補正後の残高8億円）取り崩したことも
あり，指定都市で最も少ない状況となっています。

３ 財政調整基金残高

1,600
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